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食料・農業・農村基本計画 （2025年４月閣議決定：抜粋）



新たな目標に向けた取組
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食品製造業 食品卸売業 食品小売業 外食産業

食品ロス発
生量が多
い工程

製造工程における
原材料端材

返品、不良品

納品期限の切れた
商品

販売期限切れの
商品

売れ残り商品

作り置き品・誤発
注で廃棄された

もの

食べ残し

効果的な
取組

食品関連事業者だけでなく、消費者の理解や取組が鍵

未利用食品寄附促進

商慣習見直し 「てまえどり」推進 食べきりの推進

AIによる需要予測推進

新たな活用方法の
開拓、技術革新

食べ残し持ち帰り
の推進

食べきれる量・小盛り
30・10運動／ポスター

寄附ガイドライン

商慣習WG
情報連絡会

アップサイクル

食べ残し持ち帰りガイドライン

•消費者の自己責任を前提
•衛生上の注意事項を事業者が説明



３分の１ルールの見直し（納品期限の緩和）
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現 行

納品期限

緩和後

＜賞味期限6か月の例＞

製造・卸

製
造
日

賞
味
期
限

販
売
期
限

ロス発生
納
品
期
限

3ヶ月に延長
（２分の１までに緩和）

2ヶ月 2ヶ月2ヶ月

納
品
期
限

小売 消費者

ロス発生

〇３分の１ルールとは
小売店などが設定するメーカーからの納品期限及び店頭での販売期限を、

製造日から賞味期限までの期間を３等分して設定する商慣習のひとつ。

納品期限の緩和による食品ロス削減の効果

① 出荷可能な期間が延長され、これまで出荷できなかった（未出荷廃棄食品）商品が減少

② 納品期限切れの商品の発生数量及び返品が減少

③ 納品スケジュールの柔軟性が高まり、物流への負荷の低減によるコスト削減に資する 等
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○積載効率の向上等

・ 複数の荷主の貨物の積合せ、共同配送、帰り荷の確保等のための実態に即したリードタイムの確保や荷主間の連携

物流効率化法：
荷主・物流事業者の判断基準

商慣習の見直しを推進する制度

食品リサイクル法：
食品関連事業者の判断基準（食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律）

○食品廃棄物等の発生の抑制

・ 食品の製造・加工業者：賞味期限の年月表示や延長 等

・ 食品の販売業者：納品期限の緩和、発注の早期化 等

食料システム法：
飲食料品等事業者の努力義務
（食品等の持続可能な供給の実現に向けた食品等事業者の事業活動の促進及び食品等の取引の適正化に関する法律）

○取引の適正化

・ 持続的な供給に要する費用等の考慮を求める事由を示して取引条件に関する協議の申出がされた場合、誠実に協議

・ 持続的な供給に資する取組（商慣習の見直し等）の提案があった場合、検討・協力



食品ロス削減のための商慣習検討ワーキングチーム
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⚫ 過剰在庫や返品等によって発生する食品ロス等は、フードチェーン全体で解決する必要

⚫ 製造業・卸売業・小売業の話し合いの場である「食品ロス削減のための商慣習検討ワーキングチーム」を

2012年に設置し、納品期限緩和の実態調査や取組状況の周知などを実施

食品製造業
（14社・団体）

食品卸売業
（４社）

食品小売業
（８社・団体）
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